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要約 
 本稿では、近年の自転車保険加入義務化が進む背景を踏まえ、事故発生時に加害者の経

済的負担を軽減させるなど、一見有益に見える保険義務化が、実際はモラルハザードや自

転車利用の阻害要因となっているなどの弊害を引き起こしているのではないかという仮説

のもと、本当に自転車利用者のための施策となっているのかを研究する。 

 交通機関を利用する際に自転車を選択する人の割合である自転車分担率は、世界第 3 位

の 13%を占めており、日本において自転車は、主要な交通手段の一つとなっている。自転

車は二酸化炭素を排出せず環境に優しい点や、道路混雑対策、自転車の利用による健康増

進効果などが理由で、近年、日本でも利用促進が期待されている。 

 一方、自転車に起因する交通事故数は減少したとはいえ、大きな社会問題の１つであり、

国は自転車交通事故を減らす施策、例えば、道路交通法の改正や、自転車通行環境整備モ

デル地区の設置などの取り組みを行った。自転車事故発生件数は年々減少傾向にあるが、

その内訳を見ると、対歩行者事故は増加している。さらに、事故発生時の高額な賠償金負

担などの新たな問題も生じている。この問題に対し、一部自治体は近年、自転車保険の義

務化に踏み切った。自転車保険に加入することは加害者の経済的負担の軽減や被害者救済

につながる。しかし、自転車保険の義務化はモラルハザードの発生や自転車利用の減少を

誘発するなど、必ずしもプラスの面ばかりとは限らない。そこで、自転車保険の義務化に

よる負の側面を２つの実証分析により明らかにした上で、政策を提言する。 

本稿の構成は以下の通りである。第 1 章では、現状分析として、現在の日本における自転

車利用、事故の現状を述べていく。そして、自転車事故対策として取り組まれている具体

的な施策を説明し、新たに生じる問題について言及する。特に近年のトレンドである自転

車保険の加入義務化を論じる。第２章では、本稿の研究目的である自転車保険の加入義務

化が持つ負の影響を明らかにする。 

 第３章では、先行研究のサーベイを行う。第１節においては、本稿のテーマと関連して

いる、自転車事故に関する研究と、自動車保険のモラルハザードに着目した研究を紹介す

る。第２節では、分析に関して参考とした、操作変数法、DD分析、AIDSモデルに関する研

究を紹介する。自動車の交通事故に関する研究は数多く存在するが、実証分析により定量

的に研究した論文は多くない。自転車の交通事故に関する実証研究は皆無である。 

 第４章では、２つの実証分析を行う。第一に、自転車保険の義務化によるモラルハザー

ドの検証を行う。パネルデータに基づき、自転車事故が多発するという因果関係だけでな

く、自転車事故が多い都道府県では被害者を守るために保険を義務化するという逆の因果

性も考慮した上で、操作変数法を採用した。第二に、保険義務化が自転車需要を阻害して

いるのかを明らかにする。LA-AIDS モデルを用いて、自転車保険の義務化が自転車購入に

及ぼす影響について分析する。 



ISFJ2018 最終論文 
 

3 

 

 第５章では、４章までの議論を踏まえ政策提言を行う。本稿の分析結果より、保険の義

務化はモラルハザードを引き起こす可能性があり、保険義務化の政策は自転車事故の増加

を誘発することが懸念される。モラルハザードを防ぐ仕組みとして、QR コードを掲載した

保険加入者であることを示すマークの作成や、無事故無違反である期間に応じて保険料が

割引されるサービスの導入、VR 技術を使った交通安全教室の実施により安全意識を強めさ

せるような政策を行っていくべきであると提案する。また、実証分析 1 の結果から、歩車

分離を徹底した交通環境の整備を提案する。最後に、各自治体に対する提言をより強化な

ものにするために、実証分析１の結果を踏まえ、国には道路交通法の改正により自転車事

故の厳罰化を進めるべきであると提言する。 
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はじめに 
 近年、自転車は様々な観点から注目を集めており利用促進や環境整備の声が広がってい

る。また自転車事故数も様々な施策を行ったことで年々減少傾向にある。しかしその一方

で、自転車対歩行者事故の増加や高額な賠償請求など新たな問題も発生しており、その対

処策として自治体による自転車保険への加入の義務化が進んでいる。一見有効な政策に見

える自転車保険の義務化だが、モラルハザードの発生や利用者減少など自転車の利用促進

に対してマイナスの影響を与える可能性も考えられる。本稿では保険加入義務化によって

起こりうるマイナスの側面に着目し、操作変数法や AIDSモデルを用いた実証分析を行った。

その結果自転車保険の義務化によってモラルハザードが発生しており、また自転車保険を

義務化することは自転車利用者の減少には寄与していないことが分かった。したがって、

モラルハザードへの対策が必要である。保険の負の側面であるモラルハザードが生じる可

能性がある以上、自転車保険は事故にあった被害者を保護するという面ではある一定の寄

与はあると考えられる。よって、違反行為の取締をより一層強化していくことで、保険加

入によって生じた気の緩みを打ち消すほどの厳罰化を行うべきだという政策を提言する。

自転車の利用が注目され自転車の危険性が取り上げられているが、自転車を安全に利用で

きるような政策によって我が国が安全安心な自転車先進国になっていくことを願って、本

稿を執筆する。 

 

 

 

第 1 章 現状分析 

第１節 日本での自転車利用 
近年日本では自転車が様々な観点から注目を集め利用促進を期待されている。主な理由

として自転車が地球温暖化の原因となる二酸化炭素を排出しない環境にやさしい乗り物で

あることがあげられる。また、サイクリングによる健康増進効果や 2020年に開催される東

京オリンピックでの外国人観光客の新たな交通手段となることも期待されている。新たな

交通手段としてはシェアサイクルの導入が進んでいる。シェアサイクルは複数のサイクル

ポートで利用することができ、またスマートフォン 1 台で利用できるという手軽さから利

用されている。また電動アシスト自転車は駆動機が付属していることで上り坂なども少な

い労力で運転することができ高齢者や主婦の購買が増加している。 

現在日本の自転車保有台数は 7200万台を推移しておりこれは 1970年の 2700万台から約

2.6 倍も増加している。また交通機関を利用する際に自転車を選択する人の割合である自

転車分担率は 13％でオランダ・デンマークに次いで世界第 3位である。 
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第２節 自転車事故件数の推移と事故減少への

取り組み 

第 1 項 自転車事故件数の推移 

自転車事故は 2 種類に分けられる。第 1 当事者は交通事故に関与した車両等の運転者又

は歩行者のうち、事故における過失の重いもの指し、第 2 当事者は過失の軽いものを指す。   

図 1 は日本全国自転車事故発生件数を示している。交通事故数は減少傾向にあり、2011

年の 14.41万件から 2016年には 9.08万件へと減少した。 

 

図 1 自転車事故発生件数(1当及び 2当2)の推移  

   
出典）警視庁(2017)より筆者作成 

 

自転車事故は様々な要因によって発生している。警視庁の交通事故統計によると自転車

事故の多くは交差点で出会い頭衝突や右折時左折時に発生していることが分かる。これは

自転車運転手のスピードの出しすぎや不十分な安全確認が原因である。また図 2 は自転車

乗用中死者の法令状況の推移である。自転車は自動車に比べスピードが遅くまた車体も軽

いことから事故がおこった際に運転手は軽傷で済む場合が多い。しかしながら運転手が命

を落とすような重大な自転車事故をみると法令違反をしていた人の割合は約 80％を占めて

いる。これより交通ルールを無視した危険運転は命にかかわる重大な事故を引き起こす大

きな要因になっていることがわかる。 

 

 

 

 

 

                            
2 自転車事故第 1当事者及び第 2当事者 
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図 2 自転車乗用中死者の法令状況の推移 

 
出典）警視庁(2017)より筆者作成 

 

また図 3 は自転車事故の第 1 当事者死亡者数を年齢別に表したグラフである。自転車事

故の加害者として高校生の割合が 18％と高齢者の割合が 20％と全体の約 4割をしめている

ことが分かる。高校生は通学において自転車を利用する人が多く、利用頻度も高い。さら

に 2016 年 4 月 13 日の毎日新聞の報道はスマートフォンなどを使用しながら自転車を運転

したことで起こった自転車事故数は過去 5 年間で 800 件を超えたことが警視庁のまとめよ

り明らかになったとしており、自転車運転時の危険行為が問題視されている。危険運転は

交通事故を招く原因にもなるため国土交通省や警視庁を中心に規制及び改善を進めている

が取り締まりの難しさなど課題も残している。 
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図 3 年齢別・自転車事故第一当事者死亡者数  

  
出典）警視庁(2018)より筆者作成 

 

第２項 自転車事故減少のための取り組み 

 本項では、国内で取り組まれてきた自転車事故減少を目的とした具体的な施策を紹介す

る。自転車の利用環境は法律面と道路整備の両面での整備が進んでいる。 

 

①道路交通法の改正 

 道路交通法は自動車に限らず自転車についても詳細な規則が決められている。その規則

は自転車の左側車道通行、幼児に対するヘルメット着用努力義務や夜間走行時のライト点

灯の義務など多岐にわたる。加えて国土交通省は更なる安全対策のため 2013 年から 2015

年にかけて毎年改正をおこなった。中でも 2015年の改正は自転車の酒気帯び運転や一時不

停止などの 14 の危険運転に対し明確なルールが設けられた点で大きな改正といえる。3 年

以内に危険運転を 2 回摘発された場合、警察本部や免許センターで 3 時間の講習参加を義

務付け、参加しなかった場合には 5万円以下の罰金が課された。 

 

②自転車通行環境整備モデル地区の設置 

国土交通省と警視庁は 2008 年に全国 98 か所に自転車通行環境整備のモデル地区の指定

をおこなった。現在日本の国道では 97％が歩行者と自転車が混在する自転車歩行者道とな

っており自転車の走行空間はわずか 3％となっている。この地区では自転車道または自転

車専用レーンが設置することに加え交通事故の対策などの課題に対し重点的に支援が行わ

れる。自転車先進国として名高いデンマークの首都コペンハーゲンではほぼ全ての主要道

路で自転車専用レーンが設けられている。また自転車専用の高速道路も設置されており、

総延長 300 ㎞にまで進める計画が進んでいる。日本も自転車このモデル地区を通じて世界

に引けを取らない自転車先進国の形成に向けて整備を進めている。 
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第３節 自転車事故における新たな問題の発生 
 自転車全体の事故件数は年々減少傾向にあるが、その一方で自転車の対歩行者事故は

2000年の 1827件から 2009年の 2946件と約 1.5倍も増加している。対歩行者事故では被害

者である歩行者が重傷になる事例も発生している。具体的には 2017年にスマートフォンと

飲み物を持ちながら電動アシスト自転車を運転し歩行者に衝突し死亡させた元大学生に懲

役 2 年の実刑判決が下された事例があげられる。対歩行者事故では、相手側が歩道や路側

帯などの「保護される場所」などを歩行していた場合は自転車側の責任を 100％とするな

ど、たとえ歩行者側に過失があったとしても、それを軽くするような判例が出ており自転

車の過失が大きくなる。 

図 4 自転車対歩行者事故件数 

     
出典）警視庁(2016)より筆者作成 

 

 また、対歩行者事故の増加に伴い、高額な賠償金が課される事件も増加している。2014

年には兵庫県で自転車に乗った小学生が帰宅途中に歩行中の女性と正面衝突し、小学生の

保護者であった母親に対し賠償金 9,521 万円が課され母親が自己破産に追い込まれる事態

となった。 

第４節 自転車保険 

第１項 自転車保険の概要 

自転車事故による被害者の救済や加害者の経済的負担の軽減を狙いとして自転車保険が

普及している。自転車保険とは自転車乗用中に事故を起こしてしまった際の自分や相手の

けがに対する治療費や財産に対する補償を行うための保険で、民間の保険会社や交通安全

協会を通して加入することができる。 

表 5 は自転車保険の種類を示している。自転車保険には補償対象などによって主に 3 つ

の種類にわけられる。1 つ目は個人賠償責任保険であり、これは各損害保険会社が取り扱
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う商品で、他人にけがをさせ損害賠償金や弁護士費用などを負担した場合の損害を補償す

るものである。2 つ目に傷害保険であり、これは個人賠償責任保険と同様各損害保険会社

が取り扱う商品で自分がけがをした場合の治療費を補償するものである。3 つ目は TS マー

ク付帯保険であり、これは自転車整備店で自転車を購入したときあるいは点検整備を受け、

基準に合格した自転車に貼付される TSマークの保険のことで、自分がけがした場合と相手

にけがをさせた場合両方の賠償責任保険がセットになっており、自転車自体につけられる

保険のため誰が乗っても補償が適用されるが補償期間が 1 年であり、また支払われる保険

金に限度額がある。加えて保険加入者は年間平均約 3000 円～4000 円の保険料を支払う必

要がある。 

 

 

 

表５ 自転車保険の種類 

 
出典）自転車保険の教科書(2018)より筆者作成 

第２項 自治体で広がる自転車保険の義務化 

 近年都道府県や市区町村などの各自治体が条例として住民に自転車保険の加入を義務付

ける流れが加速している。都道府県単位で見てみると 2015年の兵庫県を皮切りに、2016年

に滋賀県と大阪府、2017 年に鹿児島県、そして今年 2018 年には埼玉県と京都府が加入を

義務付けた。また東京都や千葉県を初めとする 9 都県が保険加入を努力義務と定めている。

現段階では義務と努力義務を課しているいずれの自治体も罰則は設けていない。 

 加えて自転車保険の現状をより理解するため自転車保険に対して全国で最も早く義務化

を行った兵庫県と現在規則を設けていない県のうち回答を頂けた静岡県に 2018 年 10 月 23

日電話によるヒヤリング調査を行った。 

 

①兵庫県(2015年義務化)  

 企画県民部県民生活局交通安全室からの回答を得た。兵庫県が自転車保険を義務化した

背景について伺ったところ、3つの要因があった。1つ目は自転車対歩行者事故が全国平均

を上回り 10年間で 1.9倍に増加していたことであった。2つ目は兵庫県内で 2014年に子供

が自転車で高齢者をはねてしまい保護者である母親に 1 億円近い賠償金が課される事例が

発生したこと、3つ目は保険の県内の保険加入率が 24％とかなり低かったことである。 

加入を義務化した後住民に加入を促すために行った施策については、自転車単体が対象

となる自転車保険の作成を交通安全協会に依頼したことがあげられた。これまで自転車に

対する保険は自動車保険や火災保険などの特約という形でしか存在しておらず加入の金銭
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的負担が大きく、また高齢者や子供が年齢制限で加入することができなかった。これらの

問題を解決するため自転車単体が対象となる自転車保険を作成することで誰でも気軽に自

転車保険に加入することができる環境を整えることができた。また加入義務化に対する周

知のためのチームを作成し学校や商工会議所を通じて住民に加入の重要性を訴えたことも

大きな施策の 1つである。そして施策の結果、加入率は 24％から 67％にまで上昇した。こ

の結果から自転車保険の義務化は罰則が無くとも自転車保険の加入率の上昇に貢献すると

いうことが確認された。 

 

②静岡県(現在規則なし)  

 議員事務局からの回答を得た。義務化を行う予定の有無について伺ったところ来年度よ

り県内全域で義務化を行う予定である。義務化に踏み切った経緯については 1 つ目に静岡

県は自転車の利用者が多くまた中高生を中心に自転車の交通事故件数も多かったこと、2

つ目に伊豆が 2020年東京オリンピックでのサイクル競技の開催地となり住民が自転車に関

する施策に積極的になっていることがあげられる。さらになぜ静岡県では努力義務では効

果が現れないとして努力義務ではなく義務化に踏み切った。 

 

 ヒヤリング調査を行った 2 県ではどちらも各県の固有の背景を考慮して自転車保険の義

務化がなされており、自転車保険が自転車の利用環境整備において重要視されていること

が分かった。 

 

第 5 節 保険義務化のデメリット  
安心・安全な自転車環境を整備するためにとても有効に見える自転車保険の義務化だが、

この施策を行うことで生じる可能性のあるデメリットも存在する。本項では生じる可能性

のあるデメリットについて詳しく説明する。  

第１項 モラルハザードの発生  

 第一にモラルハザードの発生があげられる。モラルハザードとは元来保険業界の専門用

語で保険など危険対策の手段や仕組みを整備することで人の注意力が散漫になりかえって

事故の発生確率があがることを指す。モラルハザードは自動車保険において実際に観察さ

れている現象で、自動車保険に加入し補償が約束されていることで気が緩み乱暴な運転を

行ってしまうことが報告されている。自転車保険の義務化も同じような影響を与える可能

性があると考えられる。 

 

第２項 利用者の減少 

 第二に利用者の減少があげられ、利用促進のための施策がかえって利用者自体を減少さ

せることもある。具体的にはオーストラリアで自転車に乗る際のヘルメット着用を義務付

けたことで自転車の利用者が 30％減少した事例があげられる。 

「Mandatory bicycle helmet law in Western Australia」というオーストラリアで書か

れた医学論文によると、西オーストラリア州では頭部損傷による自転車事故死亡者の増加

が問題視されていた。自転車利用者を事故による頭部損傷から守るため西オーストラリア
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州はヘルメットの着用を義務づけた。その結果、規制の厳しさから事故による入院患者数

はほとんど変化しなかった一方で利用者が少なくとも 30％以上減少した。これは自転車環

境整備のための施策がかえって悪影響を及ぼしているといえる。 

自転車保険の義務化においても規制の厳しさや保険料などの金銭的負担から利用者を減少

させてしまう可能性があると考えられる。 

 

 

 

第２章 問題意識 
本稿では、モラルハザードや自転車利用者の減少など、保険義務化によって生じるマイ

ナスの影響を定量的に明らかにし、保険義務化が本当に自転車利用者にとって有益な政策

であるのかを検討することを目的とする。 

前章で論じた通り、近年日本では自転車への注目が集まっており、データで見ても、現

在日本の自転車保有台数は 1970年から約 2.6倍にも増加しており、世界規模で考えても自

転車分担率は世界第 3 位に位置している。つまり、日本における自転車利用の重要性は極

めて高いと言える。こうした背景を踏まえ、近年の日本では、兵庫県をはじめ、一部自治

体で自転車保険の加入義務化を進める動きが強まっている。こうした動きは一見、自転車

利用者にとって有益である。具体的なメリットとしては、自転車事故発生時に、加害者に

対して多額の賠償金が課せられた際、その負担を軽減させる点や、賠償金による自己破産

のリスクを軽減させる点が挙げられる。以上のように、保険義務化はプラスの面が強調さ

れている。 

しかし、実際にこのまま加入の義務化を進めていくべきなのか、について疑問を抱く。

保険加入義務化が、危機意識の低下からかえって交通事故率を増加させたり、自転車利用

を阻害したりする要因となっている可能性を考慮すべきである。そこで本稿では、保険加

入による負の側面を実証分析により明らかにする。 

 

 

第３章 先行研究 
 本章では、実証分析を行うにあたって参考にした論文を紹介する。第１節では、本稿の

テーマに関する研究を 2 本、第２節では分析手法について参考にした研究 2 本を掲載する。 

 

第 1 節 本稿のテーマに関する研究 

第１項 自転車事故 

交通事故要因を分析している研究は多く存在している。渡部・中村(2015)は一例であり、

交通事故削減に向けて、事故発生と道路交通や社会環境条件との関係について負の二項回

帰分析を用いて定量的に明らかにした。この研究は、サンプル範囲を愛知県内で発生した
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人身事故に限定してはいるが、道路交通センサスや DRM データ、国土数値情報ダウンロー

ドデータを用いて詳細に要因分析を行っている。以上の研究より、交通事故発生には、環

境的な要因が寄与していると言える。 

 交通事故要因の研究のうち、特に自転車事故に着目している定量的な研究は少ない。

鈴木ら(2013)は、自転車事故の多い東京都大田区のデータを用いて自転車事故分析を行っ

ているが、定性的な結論に落ち着いている。同じく定性的な研究として、神田(2010)は自

転車運転中の携帯電話使用に着目して、松丸ら(2001)は自転車走行環境を自転車運転者の

主観的評価と街路整備状況に着目して研究しているが、どちらも定性的であるため、本稿

とは異なる。 

 以上の研究のように、自転車事故について実証分析を行っている研究は少なく、本稿

の新規性は十分にあると言える。 

 

第２項 モラルハザード 

本稿のリサーチクエスチョンとなっている保険義務化のモラルハザードに関しての研究

では、Cohen and Dehejia(2003)が代表的である。研究の背景としては、アメリカでは毎年

2,500 億ドルを越える、高額な自動車事故損害保険費用が支払われている一方で、安全運

転への意識には保険加入の有無が影響を及ぼしているのではないかという問題意識がある。

そこで、彼らはアメリカのいくつかの州が導入している自動車保険の強制化政策に着目し、

保険義務化の政策がモラルハザードを引き起こしているという仮説を実証分析により検証

している。分析に関して、アメリカ 50州及びコロンビアの特別区のパネルデータを用いて、

最小二乗法により影響の推定を行っている。その結果、保険の義務化によって保険に入っ

ていない自動車運転者は大幅に減ると結論づけている。一方、保険に入っている運転者が

増えると、交通事故死亡者数は増えることが明らかとなり、自動車保険義務化によるモラ

ルハザードが発生しているということが明らかになった。しかし、アメリカにおける強制

付保の自動車保険は責任保険と第 1 当事者保険を組み合わせたものであるため、純粋に責

任保険によるモラルハザードを分析した研究にはなっていないという点で改善の余地は残

されている。 

この研究と本稿の関連性は、自動車運転者に対し保険加入を義務化するとモラルハザー

ドが生じることが明らかとなっている点である。Cohen and Dehejia(2003)が研究対象とし

た、アメリカ州の一部で行われている自動車保険の強制化政策と、日本で一部自治体が行

っている自転車保険加入義務化には共通する要素があると考える。つまり、自転車保険義

務化においても同じくモラルハザードが生じている可能性があり、本稿によって明らかに

する。 

また、Cohen and Dehejia(2003)の研究を参考に、日本における自動車保険のモラルハザ

ードと逆選択について分析したのが Saito(2006)である。この研究では、自動車運転者が

保険を選択する際に着目し、日本の自動車保険では逆選択やモラルハザードは観測されな

いと結論づけている。この研究は保険のモラルハザードに着目した点で本稿と関連がある

ように見えるが、事故抑制の観点を含んでいないため、本稿とは研究の目的が本質的に異

なっている。 

 

 



ISFJ2018 最終論文 
 

15 

 

 

第２節 分析手法に関する研究 

第１項 操作変数法 

 本稿の実証分析 1 については、内生性の考慮が必要となっている。そのため、川口

(2008)の操作変数法の利用を参考にした。川口(2008)は、労働政策の効果の推定に用いる

パラメトリックな手法について研究している。そのうち、説明変数の動きのうち外生的な

要因によって変動している部分だけを使って、説明変数から被説明変数への因果関係を推

定する方法として、操作変数法を紹介している。まず、Angrist(1990)の、従軍経験が除

隊後の労働所得に与える影響を推定した例を挙げている。被説明変数に除隊 10年後の年間

所得、説明変数に従軍経験の有無、年齢や人種などの賃金決定要因を含む推定式を設定し

ている。しかし、ここで問題となる従軍経験の有無に関する内生性について、ある個人が

従軍するかどうかは無作為割り当てで決まっているわけではなく、民間での給与が低いも

のや就業機会が限られているものが志願して従軍していることが多いからであると指摘し

ている。こうした潜在的なバイアスに厳密に対応するために、操作変数法を紹介している。 

本稿では、この操作変数法を実証分析 1 において参考にしている。実証分析 1 において

は、自転車保険を義務化することによるモラルハザードを検証する。しかしこの時、自転

車第 1 当事者事故件数が多い都道府県で、保険義務化が進んでいるという逆の因果性が生

じているため、操作変数法を採択した。 

第 2 項 DD 分析 

 本稿の実証研究 1、2では、険義務化による影響をそれぞれ測定しているが、保険義務化

を行っている主体が 1、それ以外は 0 をとるようなダミー変数を設定しただけでは、年度

による効果の差や保険の義務化を行った自治体とそうでない自治体の差を考慮することが

できず、正確な効果測定とは言えない。 

したがって、斉藤（2004）で車検制度の効果測定を行った際に用いた手法である DD

（Difference-in-differences）分析を用いた分析を行った。斉藤（2004）では、アウト

カムの分布ができるだけ類似したグループで DD分析を行う方が望ましいことから、トリー

トメントグループとして軽乗用車、コントロールグループとして自家普用通乗用車、自家

用普通貨物車、自家用小型貨物車の 3 つの車種を用いて分析を行った。被説明変数には、

自動車一台当たりの人身事故率を、説明変数には年度ごとのダミー変数、料率差別が導入

されていれば 1、そうでなければ 0 をとるダミー変数、そしてこれらの交差項、人口密度

や県民一人当たり所得などのコントロール変数を用いており、交差項の係数が平均処置効

果を表すため、その値で効果を測定することになる。分析結果は、仮説と反して正に有意

となり、車検制度がかえって事故を引き起こしやすくなったことを示唆する結果となった。 

この結果を受けて、モデル式の内生性による問題が課題であると指摘しており、本論文で

は、この点を考慮するために、実証分析 1、2において、内生性を考慮した分析も同時に行

った。 
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第 3 項 AIDS モデル 

本稿の実証分析 2 では、保険の義務化が自転車の需要にどのような影響を与えるかに関

する分析を行う。需要関数の推定は、被説明変数に需要量、説明変数に価格を含んだモデ

ル式が用いられるが、交通手段の選択には、代替財の存在が大きく影響すると考えられる。

したがって、保険の義務化以外の自転車需要に関する要因をコントロールするために、代

替財の価格を説明変数に加える必要がある。しかし、自転車で通勤・通学をしている場合、

バスや自動車、タクシーなどの代替財と組み合わせて用いられることは考えにくい。例え

ば、これまでバスで通勤・通学をしていたが、運動不足解消のために自転車で通勤・通学

をするようになった場合、それまでバス代として支出していた金額分が自転車への支出に

当てられることになり、相互に関係していると考えられる。そのため、この相互関係を考

慮するために以下の先行研究を参照した。 

小池(2011)は、乗合バスの需要量と乗合バス・鉄道・自家用乗用車、タクシーとの間の

自己価格、交差価格、消費支出の各種弾力性の推定にあたり、AIDS モデルを採用している。

このモデルは、Deaton.A.S and J.Mauellbaue(1980)によって開発されたモデルであり、さ

まざまな分野の論文で財の消費行動分析に用いられている。AIDS モデルを用いることによ

って、余分な非線形パラメータ推定を回避することができ、消費者の行動理論を反映した

理論性と推定技術上の利便性を兼ね備えた整合性の高い結果を導くことが可能である。全

国レベル、地域レベルそれぞれについて分析を行っており、被説明変数に各交通機関の需

要を表す指標として、乗合バス、乗合タクシー、鉄道については輸送人キロ、普通乗用車

については 1 ㎞あたりガソリン消費量を用いている。また、価格を表す変数として、全国

のデータでは消費者物価指数を、地域別のデータについては、乗合バスが最低運賃、乗合

タクシーでは初乗運賃と初乗距離、加算運賃と加算距離を、普通乗用車ではガソリン代を

用いている。AIDS モデルを用いて分析を行った結果、全国レベルでは、消費支出弾力性が

乗合バス、鉄道（JR）、タクシーの値が非弾力的であることから必需財、自家用乗用車は

弾力的な値を示し、奢侈財であることが分かった。地域レベルの分析では、各地域によっ

て各交通機の財としての性質が異なるため、その地域に適した政策を講じる必要があると

言える。 

以上のように、AIDS モデルでは、代替財との相互関係を考慮することができ、保険の義

務化が自転車需要に与える影響以外の要因をコントロール可能である点において、実証研

究 2 のモデルとして最適である。したがって、小池（2011）のモデル式に倣い、被説明変

数を自転車の購入台数、説明変数には自転車の代替財となり得る、バス、タクシーの運賃、

自動車の需要を反映したガソリン価格を用いて、自転車需要に関する分析を行った。 

 

第３節 本稿の位置づけ 
第１節、第２節で紹介したように、多くは交通事故について定性的な研究を行ってお

り、実証分析を行っている論文は少ない。さらに、自転車事故について着目した定量的な

論文はほとんど見られないため、本稿の新規性は十分にあると言える。さらに、自転車利

用促進が期待され、保険義務化の流れが強まっている傾向がある近年では、自転車事故に

対する政策提言を行う本稿の重要性は高い。 
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第４章 モデル 
 

第１節 自転車保険の義務化による 

自転車事故増加の検証 

第１項 分析の概要とモデル 

本節は自転車保険を義務化することによる自転車事故増加の検証を行う。保険の義務化

が自転車事故件数や死亡件数を増やしているのかどうか検証することが目的である。 

自転車保険の義務化という政策の因果関係を検証するため、DD分析を行った。モデル式

は以下の通りである。 

𝑌𝑖,𝑡＝𝑎 + 𝑏𝑇𝑅𝐸𝑖,𝑡・𝐴𝐹𝑇𝐸𝑅𝑖,𝑡 + 𝑐𝑇𝑅𝐸𝑖,𝑡 + 𝑑𝐴𝐹𝑇𝐸𝑅𝑖,𝑡 + 𝑒𝑋𝑖𝑡 +𝐹𝑖,𝑡 + 𝑢𝑖,𝑡    𝑖 = 1～6 

山本(2015)より、𝑌𝑖,𝑡はアウトカム指標、𝑇𝑅𝐸𝑖,𝑡は政策の大きさを計測したい分析対象で

あるトリートメントグループに 1、トリートメントグループの比較対象であるコントロー

ルグループに 0をとるダミー変数、𝐴𝐹𝑇𝐸𝑅𝑖,𝑡は政策実施後に 1、実施前に 0をとるダミー変

数、𝑋𝑖𝑡はコントロール変数、𝐹𝑖,𝑡は固有効果である。𝑇𝑅𝐸𝑖,𝑡と𝐴𝐹𝑇𝐸𝑅𝑖,𝑡の交差項をとること

でグループの差と時点の差の両方によるアウトカムの差を捉えており、これが本分析の保

険の義務化にあたる。また、𝐴𝐹𝑇𝐸𝑅𝑖,𝑡に関して、保険の義務化は各都道府県によって施行

された年が異なり、2 時点間で生じる差をコントロールできないため、年ダミーを用いる

ことで考慮した。 

被説明変数である𝑌𝑖,𝑡は自転車第 1 当事者事故件数、自転車第 2 当事者事故件数、自転車

第 1 当事者死亡事故件数、自転車第 2 当事者死亡事故件数を示す。説明変数である𝑋𝑖,𝑡には

自転車保有台数、自転車通行環境整備モデル地区数、歩道設置道路実延長、保険義務化ダ

ミー、道路交通法改正ダミー、スマートフォン保有率と高校生割合との交差項とした。交

差項とした理由は高校生が事故を起こす要因として自転車を運転しながらスマートフォン

を操作し前方不注意になり事故を起こしやすくなると考えたためである。 

 

また、前述の保険義務化のヒヤリング結果より、兵庫県は自転車対歩行者事故が増えた

ことで自転車保険の義務化を行ったため、本分析の自転車第 1 当事者事故件数と保険の義

務化に逆の因果性がある可能性があり、内生性バイアスが生じていると考えられる。そこ

で内生性バイアスを考慮するため操作変数法を用いた。モデル式は以下の通りである。 

 

𝑋𝑖,𝑡＝�́� + �́�1𝑍𝑖,𝑡 + 𝑒𝑖,𝑡 →𝑋𝑖,𝑡＝�́� + �́��̂� 

𝑌𝑖,𝑡＝𝑎 + 𝑏�̂�𝑖,𝑡 ＋𝑢𝑖,𝑡    𝑖 = 1～6 

 

 山本(2015)より、操作変数を用いた推定方法ではまず、内生変数を被説明変数、操作変

数を説明変数とする式を最小二乗法によって推定し、𝑋𝑖,𝑡の予測値�̂�を求める。この予測値

を、𝑋𝑖,𝑡の代わりに説明変数として加え、本来の式を推定する。よって、パラメータ𝑏は逆

の因果性の影響を受けず、一致性のある推定量となる。 
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被説明変数である𝑌𝑖,𝑡は自転車第 1当事者事故件数、自転車第 2当事者事故件数、自転車

第 1当事者死亡事故件数、自転車第 2当事者死亡事故件数を示す。説明変数である𝑋𝑖,𝑡には

自転車保有台数、自転車通行環境整備モデル地区数、歩道設置道路実延長、保険義務化ダ

ミー、道路交通法改正ダミー、スマートフォン保有率と高校生割合との交差項とした。𝑍𝑖,𝑡
である操作変数は電動アシスト自転車第 1事故件数とした。電動アシスト自転車の事故件

数が多い都道府県では多額な損害賠償請求を伴い被害者に請求額が支払われない事例があ

り、都道府県としてはこのような事例に対する対策として自転車保険の義務化を進める可

能性がある。また、被説明変数である自転車第 1当事者事故件数には電動アシスト自転車

を除く自転車のデータであるため、電動アシスト自転車第 1当事者事故件数は影響しない

と考えられる。また、後述するが検定によっても妥当な操作変数となったため、電動アシ

スト自転車第 1当事者事故件数は操作変数として妥当といえる。 

 

第２項 データの出典と仮説 

分析に用いたデータは、2013年～2017年の 5年分の都道府県別パネルデータである。デ

ータの詳細は以下の通りである。保険義務化ダミーとは事故の相手の損害を補償する個人

賠償責任保険の加入を義務化している県では 1 を、義務化をしていない県では 0 をとるダ

ミー変数である。自転車保有台数は自転車産業振興協会『自転車統計要覧』より 2 年毎に

公表されているデータを線形補間することで 5 年分のデータを推計した。道路交通法ダミ

ーとは 2015 年での改正に着目し、2015 年以降では 1 を、2015 年以前では 0 をとるダミー

変数である。歩道設置道路実延長とは国土交通省「道路交通年報 2017 凡例」によると

「実延長とは総延長から重用延長、未供用延長及び渡船延長を除いた延長である。」とあ

ることから、全道路の距離から国道路線が重複している道路や道路法により認定されたが

供用が始まっていない道路、そして海や河川の渡船施設を除く歩道が設置された道路の総

距離を示す。 

また、各説明変数の被説明変数への仮説は以下の通りである。保険の義務化によってモ

ラルハザードが発生し保険に入っていることへの安心感から自転車の運転手は運転が荒く

なり事故を起こしやすくなると考えられるため、保険の義務化は事故件数を増加させると

考えられる。自転車保有台数が多い県ほど自転車を利用し、事故に遭遇する確率が高まる

と考えられるため自転車保有台数は自転車事故件数を増加させると考えられる。自転車通

行環境整備モデル地区数が多い県では道路が整備され自転車が運転しやすく歩行者や自動

車と衝突する危険性も低くなると考えられるため、自転車通行環境整備モデル地区数は事

故件数を減らすと考えられる。スマートフォンを持っている高校生が多い県では自転車を

乗りながらスマートフォンを使用し、運転が荒くなり事故を起こしやすくなるため、スマ

ートフォン保有率と高校生割合の交差項は事故件数を増加させると考えられる。道路交通

法の改正によって危険な運転への取り締まりが強化され、危険な運転が減ると考えられる

ため、道路交通法の改正は事故件数を減少させると考えられる。歩道を設置した道路の総

距離が長いほど、歩行者は歩道を歩き自転車は車道を走ると考えられ歩行者を轢く可能性

は低いと考えられるため、歩道設置道路実延長は事故件数を減少させると考えられる。 

表 6 に各変数の基礎統計量を、表 7 に出典と仮説をまとめた。第 1 当事者の事故件数よ

り第 2 当事者の事故件数の方が約 5 倍多いことから、自転車の事故は自転車の過失が少な

い事故、つまり歩行者を轢く事故より車やバイクにひかれる事故の方が多いことがわかる。



ISFJ2018 最終論文 
 

19 

 

また、保険義務化ダミーの平均値が 0.04ととても低いことから、未だ保険の義務化は各都

道府県で進んでいないということが読み取れる。 

 

表 6 基礎統計量 

 
 

表 7 データの出典と仮説 

 
 

 多重共線性が懸念されるため、各変数同士の相関係数を調べた。結果は表 8 通りである。

相関係数より値が大きいものがいくつか見受けられたため、VIF 検定も行った。結果とし

て、値は低いと判断できたので多重共線性の可能性は低いといえる。 

 

 

 

 

変数名 サンプル数 平均 標準誤差 最大値 最小値

自転車第1当事者事故件数(件) 235 348 575 2806 4

自転車第2当事者事故件数(件) 235 1850 2667 13944 108

自転車第1当事者死亡事故件数(件) 235 5 5 28 0

自転車第2当事者死亡事故件数(件) 235 6 6 30 0

保険義務化ダミー 235 0.04 0.19 1 0

自転車保有台数(台) 235 1517 1679 8573 279

歩道設置道路実延長(km) 235 3264 2662 19030 987

スマートフォン保有率(％) 235 66.31 7.53 81.70 44.50

高校生割合(％) 235 2.67 0.17 3.31 2.22

道路交通法改正ダミー 235 0.60 0.49 1 0

自転車走行環境整備モデル地区数(個) 235 2.00 1.01 5 1

電動アシスト自転車第1当事者事故件数(件) 235 5.64 12.16 101 0

変数名 出典 仮説

自転車第1当事者事故件数 警察庁交通局「交通事故統計年報」 ‐

自転車第2当事者事故件数 同上 ‐

自転車第1当事者死亡事故件数 同上 ‐

自転車第2当事者死亡事故件数 同上 ‐

保険義務化ダミー au損保HP 正

自転車保有台数 自転車産業振興協会「自転車統計要覧」 正

歩道設置道路実延長 国土交通省「道路統計年報」 負

高校生割合×スマートフォン保有率 日経NEEDS/総務省「通信利用動向調査」 正

道路交通法改正ダミー 全日本交通安全協会HP 負

自転車走行環境整備モデル地区数 国土交通省HP 負

電動アシスト自転車第1事故件数 警察庁交通局「交通事故統計年報」 ‐
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表 8 相関係数 

 
 

第３項 分析結果及び考察 

 表 9は DD分析を行った結果を示している。自転車第 1当事者事故件数は有意ではないが

符号は正となった。よって、モラルハザードが起こっていないという結果となった。また、

自転車第 2 当事者事故件数、自転車第 1 当事者死亡事故件数、自転車第 2 当事者死亡事故

件数はどれも仮説に反して符号は負になった。特に第 2 当事者死亡事故件数は有意となっ

た。保険を義務化したことで自転車運転手は運転に対して意識が高まり、特に車やバイク

など自転車よりも車体が大きい車両と接触し生死にかかわる重大な事故が起きてしまうこ

とに対して、意識が強くなり安全に運転するようになる可能性がある。また、年ダミーに

着目すると、年代があがるごとにつれ負に有意になり、係数も大きくなっていくことから、

最近になって自転車事故を抑制する施策が多くなり、効果が出てきたと考察することがで

きる。その他コントロール変数に関しては、仮説通り自転車保有台数は正に、歩道設置道

路実延長は負に有意となった。しかし、DD 分析では自転車第 1 当事者事故件数と保険義務

化ダミーとの内生性バイアスを十分に考慮できていない可能性があるため、今回の分析で

は正確な推定結果を表しているとは言えない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変数名 ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫

①自転車第1当事者事故件数 1.00

②自転車第2当事者事故件数 0.84 1.00

③自転車第1当事者死亡事故件数 0.80 0.71 1.00

④自転車第2当事者死亡事故件数 0.64 0.81 0.60 1.00

⑤保険義務化ダミー 0.26 0.21 0.20 0.13 1.00

⑥トリートメントグループダミー 0.41 0.40 0.38 0.36 0.58 1.00

⑦自転車保有台数 0.85 0.94 0.70 0.77 0.21 0.34 1.00

⑧歩道設置道路実延長 0.22 0.26 0.18 0.34 0.03 0.06 0.41 1.00

⑨高校生割合×スマートフォン保有率 0.06 0.03 0.13 -0.06 0.14 0.08 0.03 -0.17 1.00

⑩道路交通法改正ダミー -0.07 -0.07 0.03 -0.12 0.16 0.00 0.00 0.01 0.56 1.00

⑪自転車走行環境整備モデル地区数 0.11 0.17 0.16 0.29 0.09 0.20 0.19 0.39 0.00 0.00 1.00

⑫電動アシスト自転車第1事故件数 0.74 0.47 0.52 0.27 0.41 0.35 0.55 0.09 0.08 0.08 -0.03 1.00
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表 9分析結果(DD分析) 

 
注：* は 10％, ** は 5％, *** は 1％水準で有意であることを示す。[]内の値はｔ値。 

 

 

 表 10は最小二乗法による推計結果、操作変数法による推計結果を示している。保険義務

化ダミーは仮説通り、自転車第 1 事故件数、死亡事故件数には正に有意になった。このこ

とから、自転車保険の義務化を行うと運転手は事故を起こしても保険によって損害を補償

されるという安心感により、運転が荒くなり特に危険な運転や歩行者を巻き込んでしまう

事故を起こしやすくなる可能性があると考察できる。また、自転車第 2 当事者事故件数、

被説明変数
自転車第1
当事者事故

件数

自転車第2
当事者事故

件数

自転車第1
当事者死亡
事故件数

自転車第2
当事者死亡
事故件数

保険義務化ダミー 108.3638 -362.237 -0.9641 -2.6046

[0.88] [-1.07] [-0.64] [-1.77]*

トリートメントグループダミー 203.6221 785.5437 2.6958 2.5643

[2.57]** [3.59]*** [2.79]*** [2.71]***

自転車保有台数 0.2934 1.54 0.002 0.0025

[22.46]*** [42.77]*** [12.61]*** [15.86]***

歩道設置道路実延長 -0.0246 -0.1452 -0.0002 -0.0001

[-2.86]*** [-6.12]*** [-1.81]* [-0.55]

高校生割合×スマートフォン保有率 142.7819 246.1309 2.072 -0.6944

[1.34] [0.84] [1.59] [-0.55]

自転車走行環境整備モデル地区数 -17.3937 64.0983 0.1945 0.7846

[-0.85] [1.14] [0.78] [3.21]***

2014年ダミー -42.8245 -214.2729 -0.4034 -0.8864

[-0.72] [-1.31] [-0.56] [-1.25]

2015年ダミー -116.1215 -449.0928 0.0454 -0.7585

[-1.77]* [-2.49]** [0.06] [-0.97]

2016年ダミー -149.3892 -566.1375 -0.3021 -1.9607

[-2.29]** [-3.15]*** [-0.38] [-2.52]**

2017年ダミー -153.3704 -606.3872 -0.7623 -1.8301

[-2.16]** [-3.10]*** [-0.88] [-2.16]**

定数項 -167.7042 -279.2134 -1.9366 3.0791

[-0.94] [-0.56] [-0.89] [1.44]

修正済み決定係数 0.7544 0.9133 0.5108 0.6423

サンプル数 235 235 235 235
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死亡事故件数は負に有意になったことから、自転車保険は歩行者を轢いてしまった時に損

害を補償してくれるが、車やバイクなどに轢かれてしまった場合の補償はないため、その

分車やバイクなどの車両には注意をして運転していると考察できる。自転車保有台数はど

れも正に有意となり、道路交通法改正ダミーは自転車事故には負に有意となったが、死亡

事故は有意とならなかった。軽度の事故への抑止力とはなっているが、生死に関わる重大

な事故を抑止できていないと考察できる。歩道設置道路実延長が自転車第 2 当事者事故件

数のみ仮説通り負になったのは、歩道が設置されても車道側に走るスペースがなければ自

転車は歩道を走る可能性があり、車やバイクと接触する可能性が低くなったからであると

考察した。自転車走行環境整備モデル地区数が仮説のように負に有意にならなかったこと

は、自転車の走行環境が整うことは運転手にとっては走りやすくなるが、歩行者や車、バ

イクなどの他の車両に対する意識が高まることには繋がらないと考えられ、事故への意識

が高まることにはならなかったと考察する。高校生割合とスマートフォン割合の交差項が

仮説のように正に有意にならなかったことは、スマートフォン保有率は県全体のデータで

あり、正確な高校生のスマートフォンの保有率を示しておらず、また保有していても自転

車走行中に使用する可能性はかなり低いからであると考察する。 

model1 と model2 を比べると結果に大きな差はないが、保険義務化ダミーの係数が大幅

に増加していることから操作変数を用いない場合、内生性を有していると言える。また、

操作変数の適切性を検定した結果、F 値が 10 以上の値であったため妥当な操作変数であっ

たといえる。よって、操作変数法を用いた分析では内生性バイアスを考慮できているため、

DD分析で推計した結果よりも正しいものであると言える。 
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表 10 分析結果(操作変数法) 

 
注：１）* は 10％, ** は 5％, *** は 1％水準で有意であることを示す。[]内の値はｔ値。 

２）操作変数には電動アシスト自転車第 1当事者事故件数を用いている。 

 

 

 

 

 

 

第２節 自転車保険の義務化が 

自転車需要に及ぼす影響 
次に、政策の負の側面として、利用者減少が考えられる。オーストラリアの例のように、

ヘルメット着用の義務化によって自転車の利用が阻害される可能性がある。そこで、二本

目の分析として、LA-AIDS モデルを用いて、自転車保険の義務化が自転車購入に及ぼす影

響について分析することで、自転車利用の促進を妨げる可能性があるか検証する。 

 

model1 model2 model3 model4 model5

分析手法 最小二乗法

被説明変数
自転車第2
当事者事故

件数

自転車第1
当事者死亡
事故件数

自転車第2
当事者死亡
事故件数

保険義務化ダミー 272.9948 1800.01 -1717.7242 8.5613 -9.2266

[2.68]*** [5.27]*** [-2.29]** [2.68]*** [-2.86]***

自転車保有台数 0.303 0.2637 1.6286 0.0019 0.0028

[23.89]*** [13.64]*** [38.42]*** [10.79]*** [15.46]***

歩道設置道路実延長 -0.0276 -0.018 -0.1694 -0.0002 -0.0002

[-3.20]*** [-1.48] [-6.38]*** [-1.64] [-1.32]

高校生割合×スマートフォン保有率 137.8154 87.611 274.7638 1.658 -0.5791

[1.31] [0.60] [0.86] [1.22] [-0.42]

法改正ダミー -127.2529 -212.482 -352.6072 -0.6401 -0.6738

[-2.69]*** [-3.13]*** [-2.37]** [-1.01] [-1.05]

自転車走行環境整備モデル地区数 -7.4608 -30.2297 132.4481 0.2186 1.042

[-0.37] [-1.06] [2.11]** [0.82] [3.87]***

定数項 -184.4281 -29.1369 -541.9871 -1.1555 1.9867

[-1.04] [-0.12] [-0.99] [-0.50] [0.85]

修正済み決定係数 0.5162 0.7501 0.892 0.4348 0.5604

サンプル数 235 235 235 235 235

自転車第1当事者事故件数

操作変数法
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第１項 分析の概要とモデル 

AIDS モデルを用いた交通需要の推定を行った論文として、先に触れた小池（2011）、

LA-AIDS モデルを用いて日本の家計需要モデルを推定した溝渕ら（2007）を参考に AIDS モ

デルを以下のように定式化した。 

wi,tを𝑡期の総支出に占めるⅈ財への支出比率とする。すなわち、𝑋𝑡を𝑡期における総支出、

𝑋𝑖,𝑡を𝑡期におけるⅈ財への支出とした時、𝑋𝑡 = 𝛴𝐼=1
𝑀 𝑋𝑖,𝑡となり、wi,t＝𝑋𝑖,𝑡/𝑋𝑡と表される。た

だし、𝑀 は財の数とする。さらに、𝑝𝑖,𝑡を𝑡期におけるⅈ財の価格とする。 

このとき、Deaton-Muellbauer(1980)によると、AIDS モデルは次のように定式化される。 

  wi,t = 𝛼𝑖+𝛽𝑖ln
𝑋𝑡

𝑃𝑡
+𝛴𝑗=1

𝑀 𝛾𝑖𝑗ln𝑝𝑗,𝑡 + 𝑢𝑖,𝑡, 𝑖 = 1,2… .𝑀       (1) 

   ln𝑃𝑡=𝛼𝑖+∑𝑗＝1
𝑀 𝛼𝑗𝑙𝑛𝑝𝑗,𝑡 +

1

2
∑
𝑗＝1
𝑀 ∑

𝑘＝1
𝑀 𝛾𝑗𝑘ln𝑝𝑗,𝑡𝑝𝑘,𝑡        (2) 

 

ただし、多くの実証分析では、推定の容易さから、𝑃𝑡は（2）式ではなく、以下のような

Stone 価格指数が近似的に用いられる。これによって（1）式が一般的な線形関数として推

定することが可能となり、これがいわゆる Linear approximate / Almost Ideal Demand 

System (LA-AIDS)モデルである。 

 

(3)    ln𝑃𝑡=𝛼𝑖+∑𝑗＝1
𝑀 wi,tln𝑝𝑖,𝑡 

 

 𝑢𝑖,𝑡は誤差項であり、異時点間では無相関であるが、同時点tの𝑖 ≠ 𝑗について𝑢𝑖,𝑡と𝑢𝑗,𝑡の間

には相関があると仮定する。さらに、𝑢𝑖,𝑡は、tについて、平均 0 かつ均一分散𝜎𝑖
2を仮定す

る。 

 

LA-AIDSモデルでは、AIDSモデルと同様、理論上以下の条件を満たす。 

 

 

 （ⅰ）加法性 ： ∑
𝑖＝1
𝑀 𝛼𝑖＝1, ∑

𝑖＝1
𝑀 𝛽𝑖＝0, ∑

𝑖＝1
𝑀 𝛾𝑖𝑗=0 

   (ⅱ) 同時性 ： ∑
𝑗＝1
𝑀 𝛾𝑖𝑗=0 

   (ⅲ) 対称性 ： 𝛾𝑖𝑗＝𝛾𝑗𝑖, ∀𝑖,𝑗(ⅈ ≠ 𝑗) 

 

 以上のような LA-AIDS モデルを参考に定式化を行った。AIDS モデルは、すべての財につ

いて需要モデルを推定することが可能であるが、ここでは、自転車の需要にのみ注目する。

モデル式は以下のようである。 

 

wbⅈc = 𝛼𝑡 + 𝛾1,𝑡lnbⅈcp + 𝛾2,𝑡 ln busp + 𝛾3,𝑡lntaxⅈp + 𝛾4,𝑡lngasp + 𝛽𝑡ln
𝑋

𝑃
+ 𝛽1,𝑡ⅈndu+ 𝑢𝑖,𝑡 

 

 wbⅈcは全支出のうち自転車への支出が占める割合（支出シェア）を意味する。ln bⅈcpは

自転車の価格、lnbuspはバスの運賃、lntaxⅈpはタクシーの運賃、lngaspはガソリンの価格 

ln
𝑋

𝑃
は全支出/集計価格係数、ⅈnduは保険義務化ダミー、𝑢𝑖,𝑡は誤差項。  

注目すべき係数は𝛽1,𝑡であり、この符号と有意性によって保険の義務化が自転車への支出シ

ェアに与える影響を推定する。 
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第 2 項 データの出典・仮説 

本稿では、2013 年から 2017 年の県庁所在地別パネルデータを用いて、自転車保険の義

務化による自転車需要への影響を分析する。保険義務化ダミーの係数に注目するため、

LA-AIDS モデルを用いた交通機関需要モデルを推定することで、他の要因をコントロール

する。価格に関するデータは、小売物価統計調査より、県庁所在地別の自転車、バス、タ

クシー、ガソリンそれぞれの平均価格を用いた。支出データは、消費動向調査より、1 世

帯あたりの自転車、バス代、タクシー代、ガソリン代の支出額をそれぞれ用いた。保険の

義務化ダミーは前節の実証分析１と同様である。 

データの出典と仮説は表 11に示されている通りである。自転車価格が高くなれば、支出

シェアは減少すると考えられるため、仮説は負である。他の交通機関の財の運賃、価格に

ついては、代替財であることから、高くなれば自転車の支出シェアは増えると考えられる

ため、仮説は正である。保険の義務化によって、自転車保険の費用がかさむことになり、

自転車の利用者が減る可能性があるため、保険義務化ダミーの仮説は負である。 

小池（2011）では消費物価指数を用いていたが、都道府県、県庁所在地単位のデータが

存在しなかったため、小売物価統計調査を利用した。バス運賃は 2014年までは 6㎞までの

運賃を、2015 年以降は、データの集計区分が異なっていたため、7 ㎞までの運賃を用いた。

タクシー運賃については、2014 年までは初乗運賃、初乗距離、加算運賃、加算距離が掲載

されていたが、2015 年以降、4 ㎞のデータのみが掲載されていたため、前半の 2 年間は掲

載されたデータをもとに 4 ㎞の運賃を算出して用いた。自転車価格は平均価格を、ガソリ

ン価格はレギュラーガソリンのみが掲載されていたため、その価格を用いた。自転車保険

義務化ダミーは、au 損保ホームページより各年ついて自転車保険の義務化を行っている自

治体を 1、そうでない自治体を 0として作成した。 

表 11 データの出典・仮説 

 
 

 分析に用いる各変数の基礎統計量は表 12で示されている。最小値と最大値を確認する

と、外れ値はないことが分かる。標準偏差に着目すると、どの交通手段も支出シェアや価

格・運賃に大きな地域差はないが、購入量にはやや地域差があることが分かる。また、自

変数 出典 仮説

1世帯あたり自転車購入額 -

1世帯あたりバス代 -

1世帯あたりタクシー代 -

1世帯あたりガソリン代 -

自転車価格 負

バス運賃 正

タクシー運賃 正

ガソリン価格 正

保険義務化ダミー au損保 負

総務省消費動向調査

総務省小売物価統計調査
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転車購入量については、一世帯当たりの支出額を平均価格で除することで算出し,1より小

さな値となったため、その自然対数値は負の値となっている。2013年の自転車支出シェア

を見ると、上位 5府県は愛媛県、鳥取県、京都府、大阪府、栃木県、下位 5県は長崎県、

沖縄県、茨城県、鹿児島県、富山県。2017年は、上位 5都府県が、和歌山県、愛知県、京

都府、東京都、広島県、下位 5県は、長崎県、香川県、沖縄県、山形県、青森県であり、

年度によって大きな変化はないことが分かる。都市に比べ、鉄道が発達していない地方で

は、通勤通学に自動車や自転車を利用する割合が多く、自転車への支出割合も多くなると

予想していたが、東京都や愛知県、京都府、大阪府が上位に入っていた。 

相関係数は、やや相高い値を示した変数が存在したため、最小二乗法を行った後に VIF

を測定したところ、10を大きく下回っていることから、多重共線性の疑いはないと考えら

れる。 

 

表 12 基礎統計量 

 
 

  

 

 

第３項 分析結果及び考察 

 前述した 3 つの制約条件を考慮した LA-AIDS モデルであるが、自転車の購入量が、自転

変数 サンプル数 平均値 標準誤差 最小値 最大値

自転車支出シェア 235.00 0.04 0.04 0.00 0.31

バス支出シェア 235.00 0.07 0.04 0.01 0.20

タクシー支出シェア 235.00 0.11 0.07 0.02 0.42

ガソリン支出シェア 235.00 0.77 0.12 0.34 0.94

㏑自転車価格 235.00 10.49 0.14 10.01 10.91

㏑バス運賃 235.00 5.67 0.27 4.61 6.15

㏑タクシー運賃 235.00 7.20 0.11 6.66 7.44

㏑ガソリン価格 235.00 4.98 0.08 4.86 5.17

㏑（全支出/集計価格指数） 235.00 5.62 0.52 3.79 6.41

保険義務化ダミー 235.00 0.04 0.19 0.00 1.00

トリートメントグループダミー 235.00 0.11 0.31 0.00 1.00

㏑（1年前自転車価格） 235.00 10.46 0.15 10.01 10.91

㏑（自転車購入量） 235.00 -2.84 0.79 -5.94 -0.65

㏑（バス利用回数） 235.00 2.63 0.64 0.86 4.35

㏑（タクシー利用回数） 235.00 1.57 0.51 -0.04 2.83

㏑（ガソリン購入量） 235.00 5.87 0.42 4.47 6.47
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車の価格に影響する逆の因果性による内生性が疑われるため、自転車価格の一期前のラグ

を操作変数として用いた Seemingly unrelated regressionで分析を行った。一期前の自転

車の価格は、当期の自転車と相関があるが、当期の需要量には影響を及ぼさない。小池

（2011）によれば、最小二乗推定量(OLSE)が，誤差項間の独立性を仮定し，当該方程式に

関連する情報からパラメータを推定するのに対して，SUR 推定量は連立方程式の誤差項の

相関を考慮する点において優れていると言える。つまり誤差項に相関が 存在する場合には，

SUR 推定量は，OLSE よりも統計学的に効率的な推定量を得られることが知られている。ま

た、政策の効果を分析する際に、政策の前後と政策実施の有無を考慮し、政策の純粋な効

果を測定することのできる差の差（Difference-in-differences）分析がよく用いられる

が、保険の義務化を実施し始めた年が主体によって異なるため、政策実施後のダミーを設

定できない。このため、各年ダミーを加えることで、各年固有の効果をコントロールした。

保険の義務化を行っている自治体をトリートメントグループ、義務化を行っていない自治

体をコントロールグループとした。 

実証分析②の結果は表 14に示した。表 13は操作変数法の 1段階目の結果を示している。

2 段階目の分析結果では、保険義務化ダミーの係数が仮説通り負であったが、統計的な有

意性は無かった。このことから、保険義務化は自転車需要に影響を与えていないと考えら

れる。兵庫県のヒヤリングの結果から、保険を義務化したことで保険加入の重要性を認識

し始めた人が多く、保険に対する理解が広がっているからではないかと考えられる。また、

自転車価格やガソリン価格の符号が予想に反しているが、自転車価格については、ロード

バイクやマウンテンバイクといったより高性能な自転車が普及した影響で、単価が高くな

っていると考えられるため、支出シェアも増加しているのではないかと考えられる。ガソ

リン価格については、価格が下がると、全支出の大部分を占めているために、分母が小さ

くなることで、自転車購入の支出シェアが増えていると推測される。バス、タクシーの運

賃では、符号も予想通り正であり、統計的に有意であったことから、自転車の代替財であ

ることが確認できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 13 推定結果（1段階） 
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表 14 推定結果（2段階） 

 
注：１）* は 10％, ** は 5％, *** は 1％水準で有意であることを示す。[]内の値はｔ値。 

 

被説明変数 ln(自転車価格) ln(バス運賃) ln(タクシー運賃) ln(ガソリン価格)

ln(1年前自転車価格) 0.834

[22.59]***

ln(1年前バス運) 0.2275

[5.60]***

ln(1年前タクシー運賃) 0.1019

[6.00]***

ln(1年前ガソリン価格) 0.4805

[7.00]***

定数項 1.7794 4.4575 6.5112 2.5791

[4.62]*** [20.49]*** [56.83]*** [7.51]***

調整済決定係数 0.6852 0.1148 0.1303 0.1702

サンプル数 235 235 235 235

OLS

被説明変数 自転車支出シェア バス支出シェア タクシー支出シェア ガソリン支出シェア

ln(自転車価格) 0.0143 0.007 0.0192 0.0048

[1.80]* [1.18] [1.84]* [0.38]

ln(バス運賃) 0.007 0.0529 -0.0309 0.019

[1.18] [10.42]*** [-3.41]*** [2.02]**

ln(タクシー運賃) 0.0192 -0.0309 0.1118 0.0081

[1.84]* [-3.41]*** [12.78]*** [0.67]

ln(ガソリン価格) 0.0048 0.019 0.0081 -0.2336

[0.38] [2.02]** [0.67] [-10.98]***

ln（全支出/集計価格指数） -0.0452 -0.048 -0.1083 0.2017

[-13.65]*** [-11.77]*** [-20.28]*** [30.82]***

保険義務化ダミー 0.0044

[1.08]

トリートメントグループダミー -0.0022

[-0.84]

年ダミー yes yes yes yes

定数項 -0.0513 0.1009 -0.1369 0.5735

[-1.12] [3.30]*** [-2.49]** [7.27]***

疑似決定係数 0.4969 0.3695 0.6403 0.8713

サンプル数 235 235 235 235

SUR
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第５章 政策提言 
 ４章の分析結果から、保険の義務化はモラルハザードを引き起こす可能性があり、保険

の義務化が全国に広まることで、自転車事故の増加が懸念される。しかし、すでに保険の

義務化を実施している自治体が存在することから、第 1 節ではモラルハザード対策に関す

る政策提言を行う。保険の義務化を実施していない自治体については、兵庫県のヒヤリン

グの結果から、保険の義務化によって加入率の大幅な増加が観られたことから、保険の義

務化を進めた上で、モラルハザードへの対策を実施することを提案する。第 1 節では、利

用者の精神面に対する提言を行ったが、対歩行者事故対策を行うことで、高額賠償を伴う

事故自体を減らす取り組みも必要である。そこで、本章第 2 節では、自転車対歩行者事故

を減らすための提言を行う。 

 

第 1 節 保険の義務化による 

モラルハザードへの政策提言 
第 1 項 保険加入者のデータ管理と割引サービスの導入 
まず、自転車保険の義務化を行っている自治体については、モラルハザードを防ぐ仕組

みを導入して行くべきであると考える。モラルハザードを抑制するためには、保険加入に

よる注意力の欠如や、気の緩みに対するアプローチと、保険加入者に事故を起こすことよ

りも事故を起こさないことの方が得であると認識させる工夫が必要である。 

自転車の性質上、自動車とは異なり、違反の取り締まりが困難であるという特徴がある。

乱暴な運転を行ったとしても取り締まられる可能性が低い状態では、モラルハザードが起

こりやすくなるだろう。兵庫県へのヒヤリングでは自転車保険の義務化によって加入率の

上昇が起こっていた。したがって自転車保険を義務化し TSマークのように自転車に情報を

載せることで、違反に対する取り締まりが容易になるのではないかと考える。具体的には、

スマートフォンやタブレット端末で読み込むことのできる QRコードを搭載したマークを作

成し、保険加入者にはそのマークを自転車に貼ることを義務づける。違反を起こした際に

その QRコードを警察官が読み込むことで、保険加入者の、これまでの違反状況や事故状況

を即座に把握することができる。QR コードは比較的簡単に作成可能であり、デジタル機器

やインターネットが十分普及している現在だからこそ、膨大なデータの管理も容易にでき

るためこの提言の実現可能性は高いと考える。また QRコードによる取り締まりは現在行わ

れておらずこの提言は独自性を有しているといえる。自転車の取り締まりの難しさが解消

されれば、違反行為や乱暴な運転が減り、この提言によってモラルハザードを解決できる

と考える。 

しかし、QR コードから得られる情報が、利用者にとって不利なことしかない場合、あえ

て QR コードを貼らないという保険加入者も出てくるかもしれない。そこで、QR コードか

ら読み取ることのできる情報に応じて、保険料を減額するシステムを同時に導入する。自

動車の場合、5 年間無事故無違反であるとゴールド免許になり、保険料が割り引かれる。

自転車の場合、自動車に比べて事故の規模やリスクが小さいと考えられるため、より短い

期間無事故無違反であれば保険料を割り引くことが妥当であると考える。中高生は、自転

車を利用する機会が多いが、進学と同時に自転車を利用しなくなる可能性も考慮すると、
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自動車と同じ期間である 5 年間では期間が長すぎる。そのため、2 年間無事故無違反であ

れば保険料を割引する制度を導入し、事故を起こさない方が得であるという状況を作り出

すことができる。しかし、この制度を導入したとしても、直接保険料を負担していない中

高生には効果がないことが懸念される。そのため、中高生に当事者意識を持ってもらう工

夫として、各学校で行われている交通安全教室において、VR 技術を用いたよりリアルな自

転車事故体験を提供する。若年層の方が VR技術に関心が高いことを考えれば、自転車事故

に関するビデオを受動的に見るだけのこれまでの交通安全教室では効果が薄い。各自治体

と民間の保険会社が連携することによって、実現することが可能であると考える。 

 

 

第 2 項 VR 技術を活用した交通安全教室の実施 
しかし、この制度を導入したとしても、直接保険料を負担していない中高生には効果が

ない可能性があるため、中高生によるモラルハザード対策として、当事者意識を持たせる

必要がある。そのため、各学校で行われている交通安全教室において VR技術を用いたより

リアルな自転車事故を体験できる仕組みを導入することを各自治体に提案する。この提言

は、第 1 項の提言では防ぎきれない中高生のモラルハザードを考慮しているため、問題意

識と整合的である。今年 3 月、大阪府が、NTT 西日本と大阪府警察が協力して開発した、

自転車時事故を疑似体験できる教育コンテンツ「VR 自転車交通安全教室」のトライアルを

開始し、8 月には滋賀県で初めて、一般向けに VR を用いた交通安全教室が実施されている。

また、自転車、自動車そして第三者目線の 3 つの視点から自転車事故を疑似体験すること

ができるため、自転車が自動車からどのように見えているのかを、自動車を運転したこと

がない中高生に体感してもらうことができる。交通安全教室の課題であった天候やスペー

スなどの問題も解消され、場所を選ばず自転車事故を体験することを可能にした。インタ

ーネット接続環境とモバイル端末、ヘッドマウントディスプレイなどがあれば運用可能で

あるため、提供者側の負担を減らすこともでき、各学校や、教習所での導入も十分可能で

ある。 

以上の点から、実現可能な提言であり、各学校で活用された例が存在しないことから、

新たな取り組みであると言える。年層の方が VR技術に関心が高いことから、自転車事故の

映像を 3 つの視点、特に中高生には経験のない自動車側からの視点を疑似体験することで、

中高生の自転車事故に対する認識を変えることができるため、危機意識の低い運転が改善

され、その減少が期待される点で解決性を満たしている。 

 

 

第２節 自転車対歩行者事故抑制に 

関する政策提言 
第 1 項 物理的な障害物による歩車分離の徹底 
次に、自転車対歩行者事故を抑制するために物理的な障害物による歩車分離の徹底を行

う。高額賠償を伴う事故の原因は、自転車対歩行者事故であることから、その抑制を目指

すべきであると考える。分析①の結果から、歩道が設置されていると、自転車と歩行者の

分離がより明確になり、事故を抑制する効果があると考えられる。しかし、歩道の幅が広

い場合、自転車が車道を走るのは危険という理由から、自転車も通行可能な歩道が存在す
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る。よって、歩行者、自転車、車の 3 つの対象の通行環境の分離の徹底化を提言する。通

行環境を分離することで自転車によって歩行者が轢かれる事故が発生する確率は極めて低

くなると考えられ、事故減少に寄与でき、高額賠償事故も起こらなくなるのではないかと

考えられる。よって、歩行者、自転車、車の走行環境の分離の徹底は問題意識と整合性が

ある。 

歩車分離の成功事例として、自転車大国と呼ばれるオランダがあげられる。オランダで

は、歩行者、自転車、自動車の分離が徹底されており、自転車と自動車が混在してしまう

場所では、自転車が優先という標識を立てることで自転車の安全を担保している。また、

追い越しが可能なように自転車通行帯の道幅を十分広く設けてあり、歩道に乗り上げて追

い越すことはない。しかし、日本における自転車道に関しては、道路上にペイントがある

ものの、歩道との明確な差がなく、路肩駐車の車両によって、自転車が歩道に侵入する可

能性がある。よって、自転車道と歩道との明確な差をつけるために物理的な障害物を設置

することで自転車の侵入を防ぎ、自転車と歩行者の分離を徹底すべきである。今まででは、

自転車道は標識やペイントによって区別をしていたのみで強制力をもっていなかったため、

物理的に歩行者、自転車、車の通行環境を分離するという点で新しい提言である。具体的

にはポールやガードレール、縁石があげられる。これらの障害物には費用の懸念点がある

が、自治体によっては社会資本整備総合交付金という国からの補助もあるため、費用の面

から分離の徹底は実現可能であると言える。 

 以上のように、歩行者、自転車、車を分離することによって、3 者が接触することが少

なくなり、事故の発生確率も低くなると考えられる。よって、物理的な障害物による歩車

分離の徹底は解決性があると言える。 

 

 

 第 2 項 道路交通法改正による違反行為の取り締まりの強化 
 

 続いて、前節までの提言をより効果的にするため、国が全国民を対象に行うべき政策と

して、道路交通法改正による違反行為取り締まりの強化を提言する。前章第１節のモラル

ハザード検証の分析結果(表 10参照)より、法改正ダミーは自転車第 1当事者事故件数に対

して負に有意となっていることが分かる。これより、道路交通法の改正は自転車事故の減

少に寄与していると言えるため、本項の提言は、問題意識と整合的である。また、過去の

具体的な道路交通法の改正としては、2015 年に、指定された違反行為を 3 年以内に 2 回摘

発されると安全講習への参加を義務づけられ、拒否した場合 5 万円の罰金が科されるとい

うものがある。 

しかし、この法改正による罰則では効果が薄いと考えられる。理由としては、3 年以内

に 2 回の摘発という基準の曖昧さかつ、違反者の違反回数の特定は容易ではなく、摘発も

難しい。したがって、こうした問題を解決すべく、自転車事故減少要因である道路交通法

改正により、罰金の額を下げ、摘発されたその場で適用する。具体的には、1,000 円から

2,000 円程で罰金を低く設定し、摘発された利用者は取り締まりを受けたその時点で支払

わなければならないと規定する。これにより、利用者の違反行為を抑制することができる

と考えられる。自転車事故対策と利用の促進が積極的に進められていることや、自転車に

関する法改正が頻繁に行われていることから、十分実現可能である。また、自転車違反行

為への直接的な罰金は例がないため、本項の提言は新たな試みであると言える。 

 以上のような法改正を利用した、利用者の安全意識向上を促すことで、自転車事故の減
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少が見込めるという点で解決性を満たしている。 

 

 

おわりに 
 

 本稿では、自転車利用を促す政策が悪影響を及ぼしうるということを問題意識とし、

保険の義務化が自転車事故増加及び自転車利用減少を引き起こす可能性に注目し、これま

での自転車事故対策及び利用促進について現状分析を行った。その中で保険の義務化に着

目し実証分析を行った。  

研究の最後にモラルハザードの抑制と自転車対歩行者事故防止に関する政策を提言した。

まず、モラルハザードについては、保険加入者のデータ管理と割引サービスの導入と VR技

術を活用した交通安全教室の実施を提言した。自転車対歩行者事故に関しては物理的な障

害物による歩車分離の徹底と道路交通法改正による違反行為の取り締まりの強化を提言し

た。これらによって、利用者の安全を確保するとともに違反行為への意識を高めることが

でき、安心・安全な自転車先進国に一歩近づくことが期待される。 

本稿の執筆にあたって、多くの方々にご協力頂いた。ここに感謝の意を表するとともに

本研究が我が国の更なる自転車利用促進に寄与し、ご協力頂いた関係者の方々への恩返し

となることを願い、本稿を結ぶこととする。 
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